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・令和６年度で本事業は終了した。
・令和７年度から私立学校給食費支援事業（県単独事業）により私立中学校の給食費負担軽減に取り組んでいる。
・引き続き、国の動向等を踏まえ給食無償化について検討を行っていく。

【事業実績】
・１校 6,122千円
・私立中学校の物価高騰による保護者負担の軽減のため、給食費の減免支援を行う学校法人に対して補助金の交付を行った。

【成果（効果）】
・物価高騰等の影響を受けた生活者支援のため、保護者に新たな負担を課すことなく、私立中学校に対する支援を行いこれまでとおりの栄養バランスや量を保った
学校給食を実施できた。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・沖縄県総務私学課

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

ー 6,122 千円
⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰対策支援

事業始期 事業終期

【意見・評価】
・保護者の負担軽減になっているとの評価。
・引き続き給食費無償化の軽減のため支援事業の実施を望んでいたところ、令和7年度から県が独自に取り組むことについて肯定的であった。

【課題】
・ー

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①物価高騰等の影響を受けた生活者支援のため、保護者に新たな負担を課すこと
なく、私立小中学校に対する支援を行いこれまでとおりの栄養バランスや量を
保った学校給食を実施するための経費
②私立小中学校給食費における食材費等（物価高騰分）への支援
③補助対象校1校
 約80円×480人×180日間＝6,912千円
④県内私立小中学校で給食を実施しており、令和４年度と比べて給食の質・品数
が低下している学校

【関係団体】
・当該校へのヒアリング

【アンケート数（ヒアリング数）】
・１校：当該校を直接訪問し、事業担当者、学校給食事務担当者からヒアリング・意見交換を行った。

【公表（取りまとめ）時期】
・ー

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和6年4月 令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 総務部

総務私学課

098-866-2074

私立小中学校給食費物価高騰対策支援事業

臨時交付金充当額（千円）
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⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 企画部

交通政策課

098-866-2045

わった～バス利用促進乗車体験事業

臨時交付金充当額（千円）

【関係団体】
・バス事業者

【アンケート数（ヒアリング数）】
・バス事業者ヒアリング：３社
・バス従業員アンケート：各事業者従業員総数６１名が回答。

【公表（取りまとめ）時期】
・令和７年１２月（企画調整課ホームページで公表予定）

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和6年4月 令和7年3月

・交通施策に必要なデータ収集や詳細な効果検証をするために、移動データを取得できる仕組みにする必要がある。
・通勤時間帯の輸送量の限界があり、日常的にバスを利用している方が乗車できない等の状況が生じないよう、同時間帯を外した事業実施をする必要がある。

【事業実績】
・令和６年９月４日から２９日までの毎週水曜日と日曜日の計８日間、沖縄県内（離島を含む）のほぼ全ての路線バス及びコミュニティバス（23事業者）で運賃無
料を実施した。

【成果（効果）】
・延べ約80万人が運賃無料でバスを利用し、無料の日の水曜日の乗客数は有料の平日と比較すると約1.3倍、無料の日の日曜日の乗客数は有料の祝日等と比較する
と約3.1倍に増加するなどバスの利用促進が図られた。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・沖縄県交通政策課

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

ー 181,520 千円
⑧地域公共交通・物流や地域観光業等に対す
る支援

事業始期 事業終期

【意見・評価】
・バス事業者からは、利用者数カウントや窓口対応など負担はあったが、乗ってもらってうれしい、バスの良さを改めて感じたというお客さんの声もあったとの回
答があった。
・バス従業員からは、人出が多くなって活気のある感じがした、初めてバスに乗る多くの方の心理的ハードルを超えるきっかけになったとの評価があったが、ラッ
シュ時に普段からの利用客が乗れないとの苦情を受けたり、混雑して立ち乗りが多く車内転倒の危険があった等の意見があった。
・県民へのアンケート調査では、乗車体験事業の継続意向は、全年齢層において高く８割以上を占めていた。
・県民からは、乗車体験事業でバスの利便性が高いと感じて以前より利用するにようなったとの意見がある一方で、車の方が便利やバスの運行本数が少ないので以
前より利用していないとの意見もあった。

【課題】
・日常的にバスを利用している方が通勤時に乗車できないことや混雑で座れないこと等の状況が生じた。
・整理券でのカウントであり、ICカード等を活用していないため、移動データの取得・利活用ができず、バス停ごとの乗降データの取得や属性情報との紐づけが困
難であった。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①長引く原油価格・物価高騰に伴う影響を大きく受ける路線バスの利用促進等を
図るため、バス事業者に対して一定期間バスの運賃を低減して運行を行うための
補助を行う。これにより、バス事業者の経営改善に繋がり、県民においては、家
計の交通費が抑えられる。さらに、路線バスによる外出機会の創出により、消費
活動が活発化し、経済効果が期待されている。併せて、県民が路線バスを利用す
る機会が創出されることで、自家用車から公共交通への利用転換に繋がることが
期待されるため、運賃低減の事業において、効果測定やバス利用促進に係る周知
広報を継続的に行う。
②補助金、委託料、旅費
③193,743千円（補助金）
・一日当たりの営業収入18,757千円×10日程度＝187,570千円
・追走便等の想定金額6,173千円
19,600千円（委託料）、595千円（旅費）
④バス事業者

無料での運行

サービス提供

沖縄県
路線バス
事業者

県民等
補助金
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【事業実績】
・エアコン4,187台、冷蔵庫5,545台の合計9,732台の買換え購入に対し、192,895千円相当のポイント等を付与し、省エネ家電への買換えに対する支援を行った。

【成果（効果）】
・省エネ家電への買換えにより、事業全体で年間消費電力量を約3,428,346kWh～3,961,988kWh削減できた（環境省「しんきゅうさん」を用いて試算）。
・上記は、電気料金として年間約137,820千円～159,272千円の負担軽減に相当（1kWh＝40.2円（2024年４月沖縄電力従量電灯単価）として試算）。
・また、二酸化炭素の削減量として年間約2,294トン～2,651トンとなる。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・沖縄県環境部環境再生課

事業スキーム

－ 285,937 千円
④省エネ家電等への買い換え促進による生活
者支援

事業始期 事業終期

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①省エネ性能の高い家電への買換購入に対する支援を行うことにより、電気料金
の値上げに伴う家庭におけるエネルギー費用負担の軽減及び二酸化炭素の削減に
よる地球温暖化対策に資する。
②委託料（対象家電の買換購入に対し交付するポイント等原資及びその委託費）
③・ポイント等原資
       25千円×5,000件＝125,000千円
       15千円×6,000件＝90,000千円
        小計                    215,000千円
    ・業務委託費    96,164千円
④事業対象：県民
・交付対象：参加店舗において対象製品を買換購入し、自らが居住する県内の住
宅に設置した者
・対象製品：エアコン、冷蔵庫とし、資源エネルギー庁の「省エネ型製品情報サ
イト」に掲載されており、統一省エネラベルの省エネ性能が一定以上の評価をさ
れているもの
・ポイント等還元率：エアコン15,000～25,000円相当、冷蔵庫5,000～20,000円
相当（地域協力店で購入の場合はポイント２倍付与）

■事業実績・事業効果

令和6年4月 令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 環境部

環境再生課

098-866-2064

省エネ家電買換購入支援事業

臨時交付金充当額（千円）



今後、同様の事業を実施する際には、今回寄せられた意見等を参考に、次のとおり事業内容等の改善を図りたい。
・対象家電の設定について、物価高騰対策としてどの程度の省エネ性能が必要か再検討するとともに、より多くの県民が事業を活用できるよう、対象家電の価格帯
等についても考慮する必要がある。
・新規購入者についても対象とするよう要望があることから、新規購入者に対しても物価高騰対策として有効かを検討する。
・申請方法について、煩雑で難しいといった声があったことから、添付書類の見直しも含め、より簡便な申請方法となるよう改善を行う。

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

【意見・評価】
・本キャンペーン利用者（県民）
本キャンペーンについては、「非常に良かった」、「良かった」と回答した県民が96％と利用者にとって満足度の高い事業と評価されており、「ポイント付与のお
得感があるから」、「ちょうど買換えを検討していたから」といった理由が多かった。一方で、「あまり良くなかった」、「良くなかった」と回答した県民から
は、「対象家電が限定的であること」、「ポイント交付額が低い」といった理由が多かった。
・本キャンペーン参加店舗（家電販売店）
本キャンペーンについては、「とても良かった」、「良かった」と回答した参加店舗が58％と過半数の店舗から事業が評価されており、「販売促進につながっ
た」、「ポイントや商品券の還元が好評だった」との意見があった。一方で、「あまり良くなかった」、「良くなかった」と回答した参加店舗からは、「対象商品
が高価格帯に集中していた」、「より幅広い価格帯の商品が対象であれば良かった」といった意見があった。また、次年度以降も「類似事業の実施を希望する」と
回答した店舗が85%と事業の継続を希望する声が多く、電気代や物価高騰への対策として有効との意見もあった。

【課題】
・利用者、参加店舗の両者から「対象家電が限定的であった」との声が多く寄せられたことから、対象家電の設定について、省エネ性能の他に価格面等からも再検
討する必要がある。
・本キャンペーンは買換え購入のみを対象としていたが、新規購入についても対象にして欲しいとの声が多く寄せられたことから、キャンペーンの対象についても
再検討する必要がある。
・ポイント等の申請手続きについて、オンライン申請の利便性を評価する声がある一方で、手続きの簡素化、高齢者や技術に不慣れな人への配慮を求める声もあっ
たことから、より簡便な手続き方法が求められる。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

【関係団体】
・本キャンペーン利用者（県民）
・本キャンペーン参加店舗（家電販売店）

【アンケート数（ヒアリング数）】
・本キャンペーン利用者 9,603件
＜質問項目＞
「今回買換えを行った家電はどのくらい前に購入したものですか？」、「今回のキャンペーンについてどう思いますか？」、「今後、このようなキャンペーンが
あったら、どのような省エネ家電を買換購入したいですか？」等

・本キャンペーン参加店舗 136件
＜質問項目＞
「本キャンペーンの内容はいかがでしたか？」、「本キャンペーンは家電の売り上げに効果はありましたか？」、「令和７年度以降、本事業のような類似の事業を
実施する場合、事業の継続を希望しますか？」等

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）
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・給付金額が大きくなるほど効果（施設等運営の安定及び措置児童の成長発達の豊かな保障）は増すところだが、適切な単価設定が必要とされる。

【事業実績】
・県内児童養護施設等143先へ対して総額5,304,000円の支援金を給付した。

【成果（効果）】
・支援金給付により施設等運営の安定と、措置児童の成長発達の豊かな保障に寄与した。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・沖縄県こども家庭課

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

ー 5,304 千円
⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰対策支援

事業始期 事業終期

【意見・評価】
・支給額はもっと高ければありがたい。

【課題】
・物価上昇はとどまることがないような雰囲気、引き続き厳しい状況が続くと思われる。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①物価高騰に直面する児童養護施設等へ対して支援を行い、運営が安定する中
で、措置児童の成長発達を豊かに保障する。
②報償費（施設等運営に対する支援金）
③施設等種別給付単価×対象施設等
④児童養護施設、児童心理治療施設、乳児院、自立援助ホーム、ファミリーホー
ム、里親 計143先

【関係団体】
・事業対象施設（支援金給付施設）
・その他内部検証実施
【アンケート数（ヒアリング数）】
・1（質問項目）支給額（単価）について

【公表（取りまとめ）時期】
・令和７年12月（企画調整課ＨＰに掲載予定）

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和7年2月 令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 こども未来部

こども家庭課

098-866-2174

児童養護施設等物価高騰対策支援事業

臨時交付金充当額（千円）
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■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

【意見・評価】
・物価高騰等に直面する中、施設へ食材料費にかかる補助金を交付することで、その負担を軽減することができた。
・食材料費にかかる施設負担を軽減することにより、保育環境の質を維持し適切な教育・保育を提供することができた。
・保護者に負担を強いることなく、栄養バランスや量を保った給食を実施することができた。

【課題】
・対象経費の算出等に時間を要する割には交付額も少額であることから活用を見送る施設があった。
・各所の自助努力により高騰した食材の使用を控えたことから、実支出額に応じて算出される実績額に減が生じ、不用が生じた。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）
・補助基準単価が少額であったため、物価高騰分を十分に反映し、より多くの施設が活用できる補助基準単価を設定する必要がある。

①保育所等において、物価が高騰する中であっても、保護者に新たな負担を課すこと
無く、これまえでと同等の栄養バランスや量を保った給食を提供するため、保育の実
施主体である市町村と連携し食材料費の高騰分に対して支援を行う。
②補助金
③補助対象先：市町村、私立幼稚園 30園
・私立認可保育所等食材料費負担軽減事業
  624,550千円（各市町村所要見込）× 1/2（補助率）=312,275千円（対象額）
 ・認可外保育施設食材料費負担軽減事業
  64,098千円（各市町村所要見込）× 3/4（補助率）=48,074千円（対象額）
 ・放課後児童クラブ食材料費負担軽減事業
  63,760千円（各市町村所要見込）× 1/2（補助率）=31,880千円（対象額）
 ・私立幼稚園食材料費負担軽減事業
  61円（補助単価）× 給食提供数（食）≒25,770千円（対象額）
④保護者等

①市町村

②私立幼稚園

■事業実績・事業効果
【事業実績】
①補助対象先；市町村
 申請のあった24市町村に対し、計258,558千円を交付した。
 （認可保育所等581施設、認可外保育施設78施設、放課後児童クラブ196施設）
②補助対象先：私立幼稚園
 申請のあった15法人（施設）に対し、計10,636千円を交付した。

【成果（効果）】
・物価高騰等に直面する中、給食を提供する保育所等に対し給付金を給付することで、保護者の負担を増やすことなく、これまでどおりの栄養バランスや量を保った
給食を実施することができた。

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

【関係団体】
・市町村、私立幼稚園

【アンケート数（ヒアリング数）】
・24市町村（認可保育所等、認可外保育施設、放課後児童クラブ）→アンケートを実施
・12法人（私立幼稚園）→アンケートを実施
〈記載内容〉
 事業の成果

【公表（取りまとめ）時期】
・令和７年12月（企画調整課ＨＰに掲載予定）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

098-866-2457

実施
計画
 No

事業始期 事業終期 推奨事業メニュー 臨時交付金充当額（千円）⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和6年4月 令和7年3月
②エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

ー 269,194 千円

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 こども未来部

保育所等食材料費物価高騰緊急対策支援事業 子育て支援課
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・対象施設の物価高騰の影響を注視し、他県の支援事業の内容も参考にしながらきめ細かな支援を行う予定としている。
・より多くの医療施設等が補助金を活用できるよう、電子申請システムの活用等により申請方法の簡素化を行う。

【事業実績】
・補助対象施設 2,753施設のうち、申請のあった237施設に補助金を交付。総額6,546万3千円の補助を行った。

【成果（効果）】
・医療施設等の経営負担が一定程度軽減され、医療施設等の事業継続等に一定の効果があった。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・沖縄県保健医療介護部医療政策課

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

－ 68,450 千円
⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰対策支援

事業始期 事業終期

【意見・評価】
・沖縄県医師会からは人件費増加や物価高騰により医療施設等の経営が厳しい状況であることから、重点支援地方交付金等を活用しこれらの高騰分に対する支援
を適切に行うことや、より多くの医療施設等が補助金を活用できるよう申請方法の簡素化等の要望がある。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①物価高騰の影響を受けている医療施設等に財政支援し、提供する医療の質の確
保等を図る。
②医療施設等の食材料費・燃料費等高騰分に対する支援金の支給に要する経費
③ア 補助金169,753千円（医療施設等への支援金）
有床施設  139施設 112,972千円
無床施設 2,614施設   56,781千円
イ 委託費10,000千円（事務局委託費）
内容：事業周知・申請受付業務委託
④病院・有床診療所（病床数区分に応じて支援金支給）、無床診療所・歯科診療
所・あはき施術所・柔道整復施術所・薬局（施設区分に応じて支援金支給）

【関係団体】
・沖縄県医師会

【ヒアリング】
・沖縄県・沖縄県医師会連絡会議等での意見交換

【公表（取りまとめ）時期】
・なし

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和6年4月 令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 保健医療介護部

医療政策課

098-866-2111

医療施設等物価高騰対策支援事業

臨時交付金充当額（千円）
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・当該事業においては、飼料価格の高止まりにより、県内の安定的な畜産業を維持するために、粗飼料購入費の補助を行った。今後は、農家の粗飼料生産を推進
し、県内の粗飼料自給率を向上させるような支援を行うことで、飼料費低減につなげていくことが必要かと思われる。

【事業実績】
・本島中南部、北部、宮古、八重山地区においてそれぞれ事業説明会を農家及び飼料販売業者、関係機関を対象に行い、周知を図った。
・県内酪農家及び肥育牛農家70戸に対して、8,860,950円を交付した。

【成果（効果）】
・物価高騰に伴い、飼料費が高騰したことから、県内の安定的な畜産業を維持するために、緊急的に本事業を実施した。農家の飼料費負担を軽減することで、農家
の生産意欲を向上させた。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

ー 8,862 千円⑥農林水産業における物価高騰対策支援

事業始期 事業終期

【意見・評価】
・当該事業における緊急的な支援には感謝しているが、補助単価が不十分であった。
・枝肉相場は、飼料高騰に伴う価格転嫁がなされておらず、依然として経営状況が厳しい。
・粗飼料価格の高止まりが続いているため、農家の負担を軽減するために、継続的な支援をしてほしい。
・令和７年度も継続して、本事業を実施してほしい。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

 近年の原油価格の高騰、円安等により、粗飼料価格が高騰しており、畜産経営
を圧迫しているため、輸入粗飼料の乾牧草及び稲わらの購入価格の一部を補助す
る。
①飼料価格高騰の影響を緩和し、畜産農家の経営維持を目的とする。これにより
畜産経営が安定化する。
②県内各地区への説明旅費210千円、及び畜産農家への補助金21,611千円
③補助単価：令和５年度から令和６年度にかけて上昇した輸入粗飼料価格の1/2
、または四半期毎に設定された補助単価の上限のどちらか低い方
（補助単価の上限：梱包乾牧草の場合、第1四半期：1,854円/t、第2四半期：
1,390円/t、第3四半期：1,042円/t、第4四半期：781円/t）
④県内酪農家59戸、肥育牛農家35戸

【関係団体】
・酪農家２戸、肥育牛農家３戸

【アンケート数（ヒアリング数）】
・５戸に依頼し、４戸から回答を得た。アンケート内容は、本事業の効果及び意見や要望。

【公表（取りまとめ）時期】
・令和７年12月（畜産課HPにて公表予定）

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和6年4月 令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 農林水産部

畜産課

098-866-2269

粗飼料価格高騰緊急対策事業

臨時交付金充当額（千円）

生産者組合（沖縄県
酪農農業協同組合）

沖縄県
農林水産部

畜産課

酪農家

肥育
農家

②補助金申請

③補助金交付

①参加申請

④補助金交付

補助金申請

補助金交付
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令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 農林水産部

畜産課

098-866-2269

配合飼料価格差補助緊急対策事業

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

臨時交付金充当額（千円）事業終期

令和6年4月

・配合飼料価格の高止まりは依然続き、畜産農家においては厳しい経営状況が続いていることから、激変緩和策として今後も継続的、有効な支援策を検討する必要
性がある。
・国の配合飼料価格安定制度について引き続き周知していく。

【事業実績】
・事業実施主体と連携し、県内畜産農家に対して配合飼料価格安定制度及び本事業の周知を行った。
・配合飼料価格安定制度に加入している県内畜産農家1,686戸を対象として、1,189,789,596円を交付した。

【成果（効果）】
・物価高騰の影響により、配合飼料価格の急激な高騰、高止まりにより畜産農家の経営状況が逼迫する中、本事業における支援により配合飼料購入価格による負担
軽減に繋がった。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・民間団体
（沖縄県農業協同組合、沖縄県配合飼料価格安定基金協会、沖縄県酪農農業協同
組合、琉球協同飼料株式会社）

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

ー 297,425 千円⑥農林水産業における物価高騰対策支援

事業始期

【意見・評価】
・昨年に引き続き事業が継続となったことで、令和6年度は飼料高止まりにより安定基金が一度も発動しないなか、沖縄県の補助金が交付されたことは農家の経営
負担に緩和につながった。また、本事業の補助金交付があることで、安定基金が発動しないなかでも安定基金制度に加入する意義・重要性を再認識でき、農家への
案内や推進活動にもつながった。今後もこのような対策を継続してほしい。
・補助単価の価格を通年で固定できないか。徐々に補助単価が減っていく。2 月までではなく、3 月まで予算の確保をできないのか。補助金の支給時期を早くでき
ないのか。生産者は月々で支払を行っている。
・配合飼料の高止まり続いています。補助単価の見直しと継続的な支援をお願いいたします。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①原油価格の高騰、ウクライナ情勢、円安等によって、配合飼料価格が高騰して
おり、畜産農家の飼料費負担が増加したことから、経営が維持できない危機的状
況にある。そのため、配合飼料価格の一部を補助することで、農家の飼料費負担
を軽減し、畜産経営の維持を図る。
②補助金 1,417,503千円
③補助金 令和６年４月～令和７年２月（第１四半期～第４四半期）
（第１四半期）
 9,044円/t（農家負担上昇分の1/2）×59,348t＝536,744千円
（第２四半期）
 6,783円/t（農家負担上昇分の1/2）×59,004t＝400,223千円
（第３四半期）
 5,087円/t（農家負担上昇分の1/2）×62,371t＝317,277千円
（第４四半期）
 3,815円/t（農家負担上昇分の1/2）×40,945t＝156,205千円
補助金交付に必要な事務費
 振込手数料、消耗品費、通信運搬費等＝7,054千円
④配合飼料価格安定制度に加入している県内畜産農家

・【関係団体】
・沖縄県農業協同組合、沖縄県配合飼料価格安定基金協会、沖縄県酪農農業協同組合、琉球協同飼料株式会社

【アンケート数（ヒアリング数）】
・４社にアンケート。アンケート内容は、本事業の効果及び意見や要望。

【公表（取りまとめ）時期】
・令和7年12月（畜産課HPに掲載予定）

県

事業実施主体
沖縄県農業協同組合
沖縄県酪農農業協同組合
沖縄県配合飼料価格安定基金協会
琉球協同飼料株式会社

農家

参加申請
計画申請

計画承認
補助金交付（畜産課）
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⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 商工労働部

産業政策課

098-866-2330

沖縄電気料金高騰緊急対策事業

臨時交付金充当額（千円）

■事業実績・事業効果

令和6年4月 令和7年3月

【事業実績】
 〔低  圧〕 小売電気事業者10者に対して合計563,128千円の補助金を交付し、電気料金の値引き支援を行った。
 〔高  圧〕 小売電気事業者12者に対して合計383,172千円の補助金を交付し、電気料金の値引き支援を行った。
 〔特別高圧〕 受電契約者24者に対して合計243,346千円の補助金を交付し、電気料金高騰の負担軽減を図った。

【成果（効果）】
・低圧、高圧の値引き支援を行ったことで、物価高騰の影響を受けた受電契約者の負担軽減に一定の効果があったと考える。
・特別高圧の電気料金高騰の影響を受けた受電契約者に対して補助金を交付したことで、大型工場等で製造される製品の価格高騰が一定程度抑制され、大型商業施
設等に入居しているために低圧・高圧の電気料金値引きを受けられないテナント等の負担軽減にも繋がったと考える。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・沖縄県 商工労働部 産業政策課

〔低圧、高圧〕

〔特別高圧〕

中小企業や低所得世帯を含む県内全ての
受電契約者の負担軽減及び電気料金高騰
による商品やサービスの価格向上の抑制
を図るのみならず、消費支出の下支えに
も寄与できることから、国が推奨する事
業メニュー①、③及び⑦を足し合わせた
効果が期待できる。

758,833 千円
⑨推奨事業メニュー例よりもさらに効果があ
ると判断する地方単独事業

事業始期 事業終期

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①物価高騰等の影響を受けた事業者・生活者支援の一環として、国が実施する
「電気・ガス価格激変緩和対策事業」に加え、県内全ての受電契約者（低圧、高
圧、特別高圧）に対する負担軽減を図るための緊急的な対策を実施する。
②補助金 1,201,061千円
③【補助額】※前年同月の県内における使用電力量実績をもとに算出
 〔低  圧〕１契約あたり電気使用量(kWh)×1.5円〈５月単価0.7円〉
       対象期間：令和６年4月～5月
 〔高  圧〕１契約あたり電気使用量(kWh)×1.2円〈５月単価0.6円〉
       対象期間：令和６年4月～5月
 〔特別高圧〕１契約あたり電気使用量(kWh)×3.0円〈５月単価1.5円〉
       対象期間：令和６年4月～5月
④県内の契約口数
   〔低  圧〕 約88.1万口 小規模店舗及び県民
   〔高  圧〕 約  6,000口 中型工場、中型商業施設、中型ホテル
   〔特別高圧〕 約     100口 大型工場、大型商業施設、大型ホテル
※国や地方公共団体の一部施設等、臨時交付金要綱等において除外すべきとされ
ている施設については、臨時交付金充当対象外としている。

沖縄県 事務局
小売電気

事業者

受電

契約者

補助金

値引き申請支援委託

沖縄県
受電

契約者補助金

入居

事業者受電施設に入居
する民間事業者
に補助金の一部
を還元



【関係団体】
 〔低圧、高圧〕
  ・一般社団法人沖縄県経営者協会
 〔特別高圧〕
  ・特別高圧受電契約者（補助事業者）

【アンケート数（ヒアリング数）】
 〔低圧、高圧〕
  ・上記関係団体から会員向けにアンケートを実施したところ1,609件の回答があった。
  ・質問項目は、事業内容の認知度や事業に対する意見・評価等
 〔特別高圧〕
  ・補助事業者23団体へアンケートを実施し、13団体から回答があった。
  ・質問項目は、事業に対する意見・評価等

【公表（取りまとめ）時期】
 〔低圧、高圧〕
  ・令和6年12月公表（一般社団法人沖縄県経営者協会HPに掲載）
   https://drive.google.com/file/d/1uEYpEYoH_Hxi_8KCc5S76s-sSyoSlRga/view
 〔特別高圧〕
  ・令和6年11月取りまとめ

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

〔低圧、高圧〕
 ・小売電気事業者の発行する請求書等は、値引きされていることが容易に把握できるように、わかりやすい文言を記載したり、文字の色や大きさを工夫するなど
事業者へ呼びかける方法を工夫したい。
 ・事業の広報については、マスメディアやSNS等を活用して広く周知するとともに、わかりやすい内容となるよう工夫したい。

〔特別高圧〕
 ・概算払いを早期に行うことで、資金繰りの負担軽減に努めていきたい。
 ・担当者変更の際には、引継ぎを着実に実施できる体制を確保することで円滑な事業執行に努めていきたい。

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

【意見・評価】
 〔低圧、高圧〕
  ・アンケートの結果、当該事業の値引き支援により「経営の役に立った」と回答したのが約83％となっており、経費節減や職場環境の維持・改善等の経営や職
場環境への好影響を理由として、高く評価する結果となった。
  ・支援の継続を希望する意見もあった。
 〔特別高圧〕
  ・５段階評価でアンケートを実施し、１番良い評価が12団体、３番目に良い評価が1団体という結果となった。
  ・物価高騰の影響を緩和し、会社の負担軽減につながったという意見が多くあった。

【課題】
 〔低圧、高圧〕
  ・小売電気事業者等の説明（請求書、検針票等）がわかりにくい。
  ・事業の広報が不十分で、内容がわかりにくい。
 〔特別高圧〕
  ・テナントへ支払う多額の費用を立て替えなければならず、会社の負担となっている。
  ・県側の担当者が変わり、手続きがスムーズに進まなかった。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）



担当部局名

担当課名

電話番号
（職場代表）

25

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 商工労働部

LPガス料金高騰支援事業 産業政策課

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

098-866-2330

実施
計画
 No

事業始期 事業終期 推奨事業メニュー 臨時交付金充当額（千円）⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和6年4月 令和6年8月
⑨推奨事業メニュー例よりもさらに効果があ
ると判断する地方単独事業

LPガス料金高騰の影響を受けた県内事業
者及び県民の負担軽減のみならず、その
消費支出の下支えにも寄与できることか
ら、国が推奨する事業メニュー①、③及
び⑦を足し合わせた効果が期待できる。

285,289 千円

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

【意見・評価】
・当該事業により県民等の負担軽減につながったかという問いに対して、５段階評価の２番目に良い好評価の回答であった。
・制度上、LPガス販売事業者による値引きとなるため、事業者は事務手続き上の負担が生じたという意見もあった。

【課題】
・当該事業では、LPガス販売事業者が値引きを行うため、一定期間、事業者による値引き費用の立替が生じ、経済的負担が生じている。
・事業者に事務手続き上の負担が生じている。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）
・事業者の経済的負担が生じている点について、２回目の支援からはスケジュール管理を厳格に行い、事業者への補助金の早期支払いを行うことができた。今後、支
援を実施する場合にも早期支払いに努めていく。
・補助金の事務手続きについては、緊急的な値引き支援であったことから、簡易な制度設計を行ったところだが、関係団体等の意見も踏まえて事務的負担の軽減に努
めていく。

①LPガス料金高騰の影響を受けた事業者や県民の負担軽減を図るための緊急的な
対策を実施する。
②報償費：30,113千円、委託料：15,295千円、補助金：268,200千円
③報償費（協力金）：50円×588,400戸＋下限16,500円×42事業者
 委託料：補助金処理業務14,230千円＋広報費968千円＋委託管理費97千円
 補助金：450円×596,000戸（4月～5月分）
④生活者及び事業者が対象（国や地方公共団体の施設を除く）

・沖縄県 商工労働部 産業政策課

■事業実績・事業効果
【事業実績】
・県内LPガス販売事業者（223者）に対して合計244,889千円の補助金を交付し、LPガス料金の値引き支援を行った。

【成果（効果）】
・LPガス受給契約者(約55万戸)に対して、令和６年４月～５月使用分を対象に最大450円の値引き支援を行ったことで、物価高騰による影響の負担軽減に一定の効果
があったと考える。

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

【関係団体】
・一般社団法人沖縄県高圧ガス保安協会

【アンケート数（ヒアリング数）】
・上記関係団体に対して、支援事業についてのアンケートを実施した。

【取りまとめ時期】
・令和6年11月

事務局沖縄県
ガス販売

事業者

受給

契約者

補助金

値引き申請支援委託
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■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

【意見・評価】
・県内のプログラム提供事業者において、「当該支援の活用により多方面に販売促進ができた」、「貸切バス不足問題の解決の一助となる」との意見があった。
・活用いただいた学校から、「プログラムを追加したことにより充実した修学旅行にすることができた」、「混雑を避けた行程へ見直せた」との意見があった。

【課題】
・ 修学旅行繁忙期（10～12 月）における需要分散化を図るため、支援条件の一つとして「行程の変更」を申請者に求めているが、修学旅行の行程は１年前にはほ
ぼ固まっており、おおよそ３か月前には実施校と旅行会社との間で最終確定となることから、令和６年７月１日に受付開始を行った本事業の行程変更にかかる申
請は限定的なものとなった。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）
・今後同様の事業を実施する際には、 周知期間を確保する必要がある。
・支援要件の見直しや手続きの簡素化を行うことで活用しやすい事業内容を検討する。

①修学旅行において探求学習やSDGｓ学習等を希望する学校に対し、受入事業者
とのマッチングの実施及び体験する際の経費を支援することにより、修学旅行の
行程や場所、交通手段、時期の変更等を誘導し、沖縄修学旅行における需要の分
散化を図るとともに、エネルギー価格や物価高騰等の影響を受けている県内観光
事業者の旅行需要確保に向けた取組を支援する。
②委託料
③事業設計や周知に係る委託料 55,248千円
④県外学校

・沖縄県文化観光スポーツ部観光振興課

■事業実績・事業効果
【事業実績】（令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業分を含む）
・支援件数 延べ48校（46校）（7,918 人）
・支援金額 52,941 千円

【成果（効果）】
・物価高の影響を受けて限られた旅費予算での修学旅行のなか、県内事業者の体験プログラム追加にかかる経費を学校に支援することにより、同じく物価高騰の
影響を受けた県内観光事業者の旅行需要確保に一定の効果があったと考える。また、修学旅行繁忙期（10～12 月）における訪問場所や交通手段の需要の分散化等
を図り、特定観光地における混雑緩和や混雑緩和に伴う観光地滞在時間の有効活用による観光消費額の増及び沖縄観光満足度の向上につながったと考える。

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

【関係団体】
・事業を活用した県外学校及びプログラムを提供した県内事業者

【アンケート数（ヒアリング数）】
・事業活用した県外学校 46校（回答数46校）回答率100％
・県内事業者 38事業者（回答数20事業者）回答率53％
＜質問項目＞
①「需要の分散」を考慮した行程にしてみていかがだったか。
②今後も同様に「需要の分散」を考慮した行程を取り入れてみたいか。
③今後予算の増額を検討しているか。等

【公表（取りまとめ）時期】
・公表予定なし

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

098-866-2764

実施
計画
 No

事業始期 事業終期 推奨事業メニュー 臨時交付金充当額（千円）⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和6年4月 令和7年3月
⑧地域公共交通・物流や地域観光業等に対す
る支援

ー 55,248 千円

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 文化観光スポーツ部

修学旅行需要分散化促進支援事業 観光振興課
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■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

【意見・評価】
・国外からの人材を採用することができた。
・補助金を活用する前の求人公告は無料サイトのみを利用していたが、本補助金を活用し、有料サイトに掲載をすることで採用につながっている。
・１回限りの支援では人手不足の解消につながらないので、県全体で継続的に観光業を支援する必要がある。

【課題】
• 人材不足の根本的な解決に至っていない。
 多くの事業者が新規採用に成功した一方で、退職者が出て人手不足が解消されていない、希望人数には達していない、といった回答が多数あった。
 沖縄県全体の賃金の低さ、家賃や物価の高さ、シフト制勤務の厳しさなど、観光業界特有の構造的な問題がある。
• 採用後の定着
 中高年の採用、パート・アルバイトの割合が高い事業所、調理師や清掃といった専門職や特定の職種での定着。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）
・本事業は令和６年度限りの単年度事業であったため、令和７年度以降は、県単独事業として継続する。

①長引く原油価格・物価高騰等の影響により、求人広告や就職説明会への出展な
ど、採用活動に要する経費が高騰し、観光業界においては十分な採用活動が行わ
れず、人材不足が喫緊の課題となっており、需要の取りこぼしが生じている。沖
縄観光の復活に向けて、観光事業者が取り組む採用活動に要する経費を支援し、
人材の受入に資する取組を促進することにより、観光業界の持続的発展につなが
る人材の確保・定着を図る。
②委託料、補助金、事務費（職員旅費）
③積算根拠
（1）委託料 ・補助金事務局業務 19,770千円
       ・海外人材とのマッチング 48,711千円
（2）補助金 ・海外採用経費 50社✕880千円上限
                   ・国内採用経費 50社✕48千円上限
                   ・海外紹介手数料  50社✕400千円上限
                   ・国内紹介手数料  50社✕75千円上限
（3）事務費1,980千円（職員旅費：海外での就職説明会の開催、現場確認）※対
象外経費を含まない
④県内観光事業者

・沖縄県文化観光スポーツ部観光振興課

■事業実績・事業効果
【事業実績】
・海外での合同就職説明会：業界に特化した合同就職説明会を海外現地（韓国、台湾、タイ、インドネシア）及びオンラインにて開催した。
・外国人材(海外在住)を対象としたインターンシップの受入促進：インターン生にかかる渡航費等を支援し、海外から41人を受入。
・「コロナ禍による離職者の増加と、その後の観光需要の急激な回復に伴う人手不足の解消」を目的に緊急対策として、採用活動等に対する補助を実施。
 補助件数47件、交付額16,767,000円

【成果（効果）】
・47事業者に対し、採用活動経費等の物価高騰分を補助し、海外からの観光人材を採用することで人材不足の解消につなげた。また、観光業界で働く人材が増える
ことで、サービスの質が向上するとともに観光客の満足度が向上し、リピーターが増えることに寄与したものと考えられる。

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

【関係団体】
・補助金交付事業者

【アンケート数（ヒアリング数）】
・47者 回答数47件（回収率100％）
＜質問項目＞
①補助金の活用内容について ②人材採用と確保の現状について ③人材定着にあたっての課題・困りごとについて

【公表（取りまとめ）時期】
・公表予定なし

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

098-866-2764

実施
計画
 No

事業始期 事業終期 推奨事業メニュー 臨時交付金充当額（千円）⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和6年4月 令和7年3月
⑧地域公共交通・物流や地域観光業等に対す
る支援

ー 85,699 千円

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 文化観光スポーツ部

沖縄観光人材不足緊急対策事業（交付金） 観光振興課



担当部局名

担当課名

電話番号
（職場代表）

28

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 教育庁

県立学校給食食材費負担軽減事業 保健体育課

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

098-866-2726

実施
計画
 No

事業始期 事業終期 推奨事業メニュー 臨時交付金充当額（千円）⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和6年4月 令和7年3月
②エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴
う子育て世帯支援

- 26,590 千円

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

【意見・評価】
・28校中27校が保護者等の負担軽減や給食の質等の維持に「有効であった」と回答した。

【課題】
「入金時期が遅い」「申請等の手続きが煩雑」であることが課題としてあがった。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）
・令和６年度については、補助申請が令和６年４月（前回：令和５年８月）、補助金交付を令和６年５月（前回：令和５年９月）に行い、実施時期が改善したもの
の、給食提供の開始時期（令和５年４月）と差が生じたことから献立内容への反映が遅くなった、手続きが煩雑になった等の課題があった。
・令和７年度については、申請手続き等が簡便となるよう要綱の見直しを行う。

①物価高騰等に直面する中、県立学校等においてこれまでどおり栄養バランスや量を保った給
食が提供されるよう、給食食材費の保護者負担を軽減するため、児童生徒の食材費高騰分を補
助する。
②補助金
③令和３年度給食費月額×物価上昇率×11月×児童生徒数
対象学校数29校、対象児童生徒数4,460人
④県立学校・琉大附属小中学校、給食費を負担する保護者等（教職員除く）

・沖縄県教育庁保健体育課

■事業実績・事業効果
【事業実績】
・県立学校等28校に対し、給食食材費（支出）と給食費（収入）の差額分である26,590千円の補助を行った。

【成果（効果）】
・物価高騰のなか、保護者等に新たな負担を課すこと無く、これまでどおりの質や量を維持した給食の提供ができた。
・アンケートの結果から、本取組は、保護者等の負担軽減に一定程度効果があったと考えられる。

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

【関係団体】
・補助を行った県立学校等 28校

【アンケート数（ヒアリング数）】
・28校中28校から回答（アンケート）

【公表（取りまとめ）時期】
・公表なし



担当部局名

担当課名

電話番号
（職場代表）

29

・特になし

【事業実績】
・令和６年４月～令和７年３月、寄宿舎が設置されている特別支援学校９校

【成果（効果）】
・基準とした令和３年度の舎食単価と比較し、令和６年度の舎食単価は平均で8.4％の増額となった。増額分を支援することで、保護者等の負担を軽減し舎食の質
や量を維持することができた。物価高騰支援として有効であったと考える。

推奨事業メニュー
実施
計画
 No

・沖縄県教育庁教育支援課

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

ー 1,514 千円
⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰対策支援

事業始期 事業終期

【意見・評価】

・実施した学校からは、非常に有効、有効との回答が１００％であった。
・主に価格が高騰した油や調味料、野菜等の食材購入やより栄養価の高い食材への変更等に利用し、物価が高騰した時勢でも献立の内容を変更せずに安定して舎食
の提供ができたとの回答があった。

【課題】
・特になし

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

①県立特別支援学校の舎食費について、物価高騰による保護者等の急激な負担増
加を軽減するため、食材費高騰分に対する経費を支援する。
②舎食費の食材費高騰分（需用費（賄材料費）
③寄宿舎併設の特別支援学校９校（月平均舎食費×一般物資供給価格上昇率
18.58％×月数）
④特別支援学校寄宿舎に入舎する児童生徒の保護者

【関係団体】
・当該事業を利用した特別支援学校

【アンケート数（ヒアリング数）】
・９校

【公表（取りまとめ）時期】
・公表なし

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和6年4月 令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 教育庁

教育支援課

098-866-2711

特別支援学校寄宿舎支援事業

臨時交付金充当額（千円）



担当部局名

担当課名

電話番号
（職場代表）

42 令和6年4月 令和7年3月

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

■事業概要
①目的・効果 ②交付金を充当する経費内容 ③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

■実施主体（沖縄県、市町村、民間団体等）

・【関係団体】
・沖縄県農業協同組合、沖縄県配合飼料価格安定基金協会、沖縄県酪農農業協同組合、琉球協同飼料株式会社

【アンケート数（ヒアリング数）】
・４社にアンケート。アンケート内容は、本事業の効果及び意見や要望。

【公表（取りまとめ）時期】
・令和7年12月（畜産課HPに掲載予定）

■当該事業に対する効果検証の方法（関係団体アンケート、ヒアリング）

■事業実績・事業効果

令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 農林水産部

畜産課

・配合飼料価格の高止まりは依然続き、畜産農家においては厳しい経営状況が続いていることから、激変緩和策として今後も継続的、有効な支援策を検討する必要
性がある。
・国の配合飼料価格安定制度について引き続き周知していく。

【事業実績】
・事業実施主体と連携し、県内畜産農家に対して配合飼料価格安定制度及び本事業の周知を行った。
・配合飼料価格安定制度に加入している県内畜産農家1,686戸を対象として、1,189,789,596円を交付した。

【成果（効果）】
・物価高騰の影響により、配合飼料価格の急激な高騰、高止まりにより畜産農家の経営状況が逼迫する中、本事業における支援により配合飼料購入価格による負担
軽減に繋がった。

【意見・評価】
・昨年に引き続き事業が継続となったことで、令和6年度は飼料高止まりにより安定基金が一度も発動しないなか、沖縄県の補助金が交付されたことは農家の経営
負担に緩和につながった。また、本事業の補助金交付があることで、安定基金が発動しないなかでも安定基金制度に加入する意義・重要性を再認識でき、農家への
案内や推進活動にもつながった。今後もこのような対策を継続してほしい。
・補助単価の価格を通年で固定できないか。徐々に補助単価が減っていく。2 月までではなく、3 月まで予算の確保をできないのか。補助金の支給時期を早くでき
ないのか。生産者は月々で支払を行っている。
・配合飼料の高止まり続いています。補助単価の見直しと継続的な支援をお願いいたします。

■事業に対する改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点より）

①原油価格の高騰、ウクライナ情勢、円安等によって、配合飼料価格が高騰して
おり、畜産農家の飼料費負担が増加したことから、経営が維持できない危機的状
況にある。そのため、配合飼料価格の一部を補助することで、農家の飼料費負担
を軽減し、畜産経営の維持を図る。
②補助金 1,417,503千円
③補助金 令和６年４月～令和７年２月（第１四半期～第４四半期）
（第１四半期）
 9,044円/t（農家負担上昇分の1/2）×59,348t＝536,744千円
（第２四半期）
 6,783円/t（農家負担上昇分の1/2）×59,004t＝400,223千円
（第３四半期）
 5,087円/t（農家負担上昇分の1/2）×62,371t＝317,277千円
（第４四半期）
 3,815円/t（農家負担上昇分の1/2）×40,945t＝156,205千円
補助金交付に必要な事務費
 振込手数料、消耗品費、通信運搬費等＝7,054千円
④配合飼料価格安定制度に加入している県内畜産農家

実施
計画
 No

・民間団体
（沖縄県農業協同組合、沖縄県配合飼料価格安定基金協会、沖縄県酪農農業協同
組合、琉球協同飼料株式会社）

■当該事業に対する関係団体からの意見・評価（県民からの意見を含む）

ー 860,000 千円⑥農林水産業における物価高騰対策支援

事業始期

098-866-2269

配合飼料価格差補助緊急対策事業（１月追加分）

臨時交付金充当額（千円）推奨事業メニュー事業終期

県

事業実施主体
沖縄県農業協同組合
沖縄県酪農農業協同組合
沖縄県配合飼料価格安定基金協会
琉球協同飼料株式会社

農家

参加申請
計画申請

計画承認
補助金交付（畜産課）


